
事 務 連 絡 

                                                    令和３年２月 25 日 

 

 

各都道府県・政令市廃棄物行政主管部（局） 御中 

 

 

              環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課 

 

 

廃棄物規制課 

 

 

令和３年度税制改正大綱の取りまとめについて（結果報告） 

 

 

日頃より廃棄物処理行政の推進に種々御尽力いただきまして感謝申し上げま

す。 

令和２年 12 月 21 日に令和３年度税制改正の大綱が取りまとめられました。

税制改正要望に当たりましては、アンケート調査に御協力いただき、誠にあり

がとうございました。 

令和３年度税制改正大綱において廃棄物関係で要望が認められた事項につい

て、特例措置の対象となる関係者に積極的に周知いただき、当該特例措置の更

なる利用拡大を促進していきたいと考えております。別添の内容について、貴

管内市町村及び廃棄物処理業者等の関係者に幅広く周知していただきますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

 

【参考】 

○令和３年度税制改正の大綱 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2021/20201221

taikou.pdf 

 

 

 

 

 

担当者： 

 環境省 環境再生・資源循環局 

  廃棄物適正処理推進課 伊藤、越智、用品 

   TEL：03-5501-3154（直通） 

  廃棄物規制課     山王、石田 

   TEL：03-5501-3156（直通） 



令和３年度税制改正大綱 結果（廃棄物関係） 

 

 

１．廃棄物処理事業の用に供する軽油に係る課税免除の特例措置（軽油引取税） 

廃棄物処理事業を営む者が廃棄物の埋立地内において専ら廃棄物の処分の

ために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税

の課税免除の特例措置について、廃棄物処理事業を営む者のうち、産業廃棄物

処分業者及び特別管理産業廃棄物処分業者にあっては、適用対象を中小事業者

等（※１）に限定した上、その適用期限を３年延長することとされた。 

※１ 「中小事業者等」とは、次の法人又は個人をいう。 

① 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人（ただし、発行済株

式等の総数等の２分の１以上が同一の大規模法人により所有されてい

る法人及び発行済株式等の総数等の３分の２以上が複数の大規模法人

により所有されている法人を除く。） 

② 資本又は出資を有しない法人の場合、常時使用する従業員の数が

1,000 人以下の法人 

③ 常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の個人 

 

 

 

 

 

 

別添 


